
1 

 

1 

 

2025年度 学校法人 三幸学園 広島リゾート＆スポーツ専門学校 

 自己評価報告書 
 

自己評価報告責任者 ： 副校長 森下 圭 

 

 

1. 学校の教育目標 

学園のビジョン「人を活かし、日本をそして世界を明るく元気にする」、ミッション「人を活かし、困難を希望に変える」

のもと、スポーツ分野の学校として「スポーツを通じて日本を明るく元気にする」というビジョンを掲げている。 

また「技能と心の調和」を教育理念とし「素直な心、感謝の気持ち、高い意欲を持ち続け、自ら考え、自ら行動する

ことで、社会に貢献する人材」、スポーツ分野として「スポーツを通じて健康と楽しさを提供できる人材」を育成する

人物像とし、専門学校として社会・業界に求められる人材の育成を進めている。 

   

 

２. 前年度に定めた重点的に取り組むことが必要な目標や計画 

 

① 前年度重点施策振り返り 

2025年度の教職員テーマは「Challenge to Change ～変化への挑戦～」 

 

1. 2025年度の取り組みと成果 

教職員が一丸となり、生徒の「人間力」や「主体性」を育む以下の 7つの強化項目に取り組んだ。 

• 学びの楽しさの実感（登校意義の創出） 

• 発信力の育成（状況を判断し場を読む力） 

• 挑戦する精神の醸成（失敗を恐れない姿勢） 

• 主体性の向上（自分で考え行動する力） 

• 豊かな人間性の育成（個性・積極性・思いやり・愛想・素直さ） 

• 社会性の定着（挨拶・時間厳守の徹底） 

• 自己の武器の磨き上げ（専門性・知識・技術・体力の向上） 

 

【退学率の推移と評価】 

• 目標値：3.4％以下 

• 実績値：3.94％（目標未達） 

• 総括：昨年度に比べ取り組みが退学防止に繋がってきてはいるが、早期の目標設定や学習の習熟度に

ついて担任、教科担当教員との情報共有や保護者との連携を強化していくことが必要。  
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2. 今後の課題と具体策 

さらなる改善に向け、以下の 3つの軸を中心にフォロー体制と連携を強化する。 

 

（１） 安心できる居場所づくりと人間関係の構築 

• クラス内での良好な人間関係を築くためのアプローチを強化する。 

• 生徒一人ひとりが「自分の居場所」と「安心感」を得られる環境を整える。 

 

（2） 自己肯定感を伸ばす成功体験と早期の動機づけ 

• 学校生活や外部活動での成功体験を通じ、やりたいことを見つけるフォロー体制を構築する。 

• 資格試験に対し、1年次の早期から「目標の魅力・達成可能性・危機感」を醸成し、意識を高める。 

 

（3） 知識の定着・習熟度向上に向けた教職員の連携強化 

• 担任と教科担当教員の間で、生徒の情報共有や学習サポートの統一認識を徹底する。 

• 保護者との連携をより強固なものにする。 

• 多くの大人が関わってきっかけを作る仕組み（先を見越した年間計画）を構築する。 
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３. 評価項目の達成及び取組状況 

（１）教育理念・目標 

① 課題 

• 理念・目的の周知 

学校の理念、教育目的、および育成人材像は確立されており、生徒への周知も完了している。 

• 教職員における意識共有 

年度初めに教職員間で育成人材像を確認している。各教職員が日常的にこれを意識し、具体的な行動

に落とし込んでいる。 

• 業界ニーズの反映 

業界（関係団体）の意見を反映した育成人材像の設定ができている。 

 

② 今後の改善方策 

（１） 将来構想に向けた連携・連動の強化（点から「線・面」へのシフト） 

• 現状、教職員の取り組みが一部「点（単発・個別）」に留まっている現状を改善する。 

• 将来構想の実現を見据え、各取り組みが有機的につながる連動性の高い体制へ移行する。 

 

（２） 業界の即戦力となる生徒指導の徹底 

• コミュニケーション能力の底上げ 

課題となっている「挨拶」や「学外実習におけるコミュニケーション」の指導を強化する。 

• 実践機会の活用 

日常の生徒指導や学外実習の場を最大限に活用し、現場で通用する実践力を徹底的に育成する。 

 

（３） 社会的ニーズの正確な把握と業界連携の深化 

• 動向のタイムリーな把握 

変化し続ける社会や業界の動向・ニーズを、より正確かつ迅速に捉える。 

• 関係団体との連携強化 

業界（関係団体）との関係性をさらに深め、得られたニーズを教育カリキュラムや指導方法へ即座にフィ

ードバックする仕組みを構築する。 

 

③ 特記事項 

• ２０２６年度も昨年度と同様に保護者への連絡アプリ（スクリレ）を導入し、学校状況の報告を通じて教育

内容の理解を促進していく。 

【評価項目】 （評価＝適切：４、ほぼ適切：３、やや不適切：２、不適切：１） 評価 

学校の理念・目的・育成人材像は定められているか（専門分野の特性が明確になっているか） 4 

社会経済のニーズ等を踏まえた学校の将来構想を抱いているか 4 

学校の理念・目的・育成人材像・特色・将来構想などが生徒・保護者等に周知されているか 3 

各学科の教育目標、育成人材像は、学科等に対応する業界のニーズに向けて方向づけられているか 3 
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（２）学校運営 

① 課題 

• システムが使われていない：毎年新しいツールが入るが、各自で活用しきれていない。 

• 使い方の理解不足：新旧システムともに、操作や機能の理解が追いついていない（昨年から継続）。 

• 教務事務の負担大：管理業務が多すぎるため、スリム化とスピードアップが必要。 

 

② 今後の改善方策 

• 「使うのが当たり前」の環境づくり：IT ツールの使用頻度を上げる。 

• 効果の見える化＋検証：生徒や教員へのメリットを明確にし、職員会議で定期的に効果を確かめる。 

• 新人事制度の研修：各自の役割をはっきりさせ、学校全体の組織力を高める。 

 

③ 特記事項 

• 年 3回の全教職員会議を活用し、上記の方針や情報を全員でしっかり共有する。 

 

【評価項目】 （評価＝適切：４、ほぼ適切：３、やや不適切：２、不適切：１） 評価 

目的等に沿った運営方針が策定されているか 4 

事業計画に沿った運営方針が策定されているか 4 

運営組織や意志決定機能は、規則等において明確化されているか、有効に機能しているか 4 

人事、給与に関する制度は整備されているか 4 

教務・財務等の組織整備など意思決定システムは整備されているか 4 

業界や地域社会等に対するコンプライアンス体制が整備されているか 4 

教育活動に関する情報公開が適切になされているか 4 

情報システム化等による業務の効率化が図られているか 3 



5 

 

5 

 

（３）教育活動 

① 課題 

• 生徒の多様化への対応：研修は実施しているが、生徒個々の課題発見・問題解決に向けた指導力がま

だ不足している。 

• 指導の属人化（個人差）：経験の浅い担任が多く、マニュアルはあるものの、指導の質にバラつきがある。 

• 社会人基礎力の育成：コミュニケーション能力、礼儀、正しい言葉遣いなど、人間力を高める指導が不可

欠である。 

• 資格対策への動機付け：対策WEEKの効果を上げるため、より早い段階からのアプローチが必要である。 

• 実践機会の減少：外部実習の履修者が減り、学んだ知識をアウトプットして実践力を養う機会が不足して

いる。 

 

② 今後の改善方策 

  新カリキュラムによる早期教育（2025年度〜） 

• 入学直後に「初期教育プログラム（専門知識の集中講義）」を実施。 

• 早い段階で専門知識に触れさせ、学習意欲の向上と現場での実践力を養う。 

  

【評価項目】 （評価＝適切：４、ほぼ適切：３、やや不適切：２、不適切：１） 評価 

教育理念等に沿った教育課程の編成・実施方針等が策定されているか 4 

目標の設定として、教育理念、育成人材像や業界のニーズを踏まえた教育機関としての修業年限に

対応した教育到達レベルや学習時間の確保は明確にされているか 
4 

学科等のカリキュラムは体系的に編成されているか 3 

キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立ったカリキュラムや教育方法の工夫・開発などが実施さ

れているか 
3 

関連分野の企業・関係施設等、業界団体等との連携により、カリキュラムの作成・見直し等が行われて

いるか 
3 

関連分野における実践的な職業教育（産学連携によるインターンシップ、実技・実習等）が体系的に位

置づけられているか 
3 

授業評価の実施･評価体制はあるか 4 

職業に関する外部関係者からの評価を取り入れているか 4 

成績評価・単位認定の基準は明確になっているか 4 

資格（免許）取得の指導体制、カリキュラムの中での体系的な位置づけはあるか 2 

人材育成目標に向け授業を行うことができる要件を備えた教員を確保し、組織できているか 3 

関連分野における業界等との連携において優れた教員（本務・兼務含め）の提供先を確保するなどマ

ネジメントが行われているか 
3 

関連分野における先端的な知識・技能等を修得するための研修や教員の指導力育成など資質向上

のための取組が行われているか 
3 

職員の能力開発のための研修等が行われているか 3 
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 定期的な会議による「指導の統一化」 

• 教科会やクラス会議を定期開催し、指導状況の情報共有を徹底する。 

• 教科・学科・クラスとしての「目指すゴール（生徒像）」の意識を統一する。 

 

研修の強化とデータの利活用 

• 定期的な研修を強化し、すべての教員で教育の質を均一に保つ。 

• 本部提供の各種データを活用し、学校全体および生徒個々の課題を客観的に把握・発信する。 

 

③ 特記事項 

• 特になし。 
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（４）学修成果 

① 課題 

• 資格取得率の低下: 主要資格の取得率が前年を下回り、目標未達成となった。早期の学習習慣化や動

機付けが不足している。 

• キャリア支援の深化: 単なる「就職」をゴールとせず、就職後を見据えた長期的な支援への意識強化が

昨年に続き課題である。 

• 卒業生データの不足: 卒業後の勤務継続状況など、現場で活躍する卒業生の情報収集や連携がまだ

薄い。 

• 個別対応の不足（退学防止）: 早期面談や遅刻・欠席者への連絡等は行っているが、多様化する学生

一人ひとりに寄り添った個別対応が追いついていない。 

 

② 今後の改善方策 

• 資格取得に向けた「学習習慣」と「登校風土」の定着 

• 1年次の早い段階から学習方法を習得させ、教務と連携して「学校を休まない風土」を構築する。 

• 教科担任との連携を強め、長期的な視点での動機付けを行い、自己効力感と受験への意欲を高める。 

• 業界理解の促進と教員の意識改革 

• 就職支援授業において、活動方法だけでなく「業界で働くイメージ」を具体化させる。 

• 教員自身が業界勉強会や企業訪問へ積極的に参加し、最新の動向を学生への情報提供に活かす。 

• 企業・卒業生との連携強化（早期離職防止） 

• 企業との関係性を深めて学校教育への理解を促し、卒業生の勤務状況などの情報連携を強化する。 

• 卒業生支援の場（勉強会・講習会・交流会）を定期的に提供し、同時に教職員の学びの機会としても活

用する。 

 

③ 特記事項 

• 特になし。 

 

 

 

 

 

 

【評価項目】 （評価＝適切：４、ほぼ適切：３、やや不適切：２、不適切：１） 評価 

就職率の向上が図られているか 4 

資格（免許）取得率の向上が図られているか 3 

退学率の低減が図られているか 4 

卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか 3 

卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の教育活動の改善に活用されているか 3 
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（５）学生支援 

① 課題 

• 卒業生・退学者への支援体制: 卒業生への継続的なキャリア支援や、中途退学者へのフォロー体制の

構築を検討する必要がある。 

• 連絡サイトの認知度不足: 卒業生連絡サイト（同窓会 LINK）の学内浸透と、定期的な情報発信（配信）が

十分にできていない。 

• 課外活動における成長の連動: ボランティア活動などの支援体制は整備されつつあるが、活動を通じて

学生が「コミュニケーション能力」「社会性」「小さな成功体験」を確実に身につけられるような連携（仕組

みづくり）が必要である。 

 

② 今後の改善方策 

• 卒業生サイトの活用と学びの場づくり 

o 在学中から卒業生サイトの存在を周知し、卒業後の有効活用を促す。 

o 卒業生を対象とした講習会や勉強会を企画し、現場で即戦力となる知識・技術を継続して学べ

る機会を提供する。 

• 卒業生情報の収集と企業訪問の活性化 

o 卒業生とのネットワークを強固にするため、最新の卒業生情報の収集に努め、企業訪問をより活

発に行う。 

• 産学連携による実践機会の拡大 

o 学生の実践力を高めるため、産学連携企業を中心にボランティアや課外活動などの場を数多く

創出する。 

• 保護者・業界企業への「学びのアウトプット」と理解促進 

o 定期的な保護者連絡を行い、学校教育への理解を深めるとともに、行事等の見学機会を設ける。 

o 「総合演習」の場を通じて、日頃の学びの成果を保護者や業界企業へ発表（アウトプット）する機

会をつくる。 

【評価項目】 （評価＝適切：４、ほぼ適切：３、やや不適切：２、不適切：１） 評価 

進路・就職に関する支援体制は整備されているか 3 

学生相談に関する体制は整備されているか 3 

学生の経済的側面に対する支援体制は整備されているか 4 

学生の健康管理を担う組織体制はあるか 4 

課外活動に対する支援体制は整備されているか 4 

学生の生活環境への支援は行われているか 4 

保護者と適切に連携しているか 3 

卒業生への支援体制はあるか 2 

中途退学者への支援体制はあるか 2 

社会人のニーズを踏まえた教育環境が整備されているか 4 

高校・高等専修学校等との連携によるキャリア教育・職業教育の取組が行われているか 4 
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③ 特記事項 

メンタルケア体制: スクールカウンセラーを設置し、学生の希望に応じて定期的に相談できる環境を整えている。 

経済的支援: 奨学金や各種教育ローン制度を設け、学生の経済的側面をサポートしている。 

高専連携: 高校に対して、職業紹介ガイダンスなどの実施で協力・連携を行っている。 

 

 

 

 

（６）教育環境 

① 課題 

• 防災体制と意識の強化: 災害を想定した避難訓練の内容や実施頻度の見直し、および安全管理の観点

から教職員・生徒双方の防災意識を高めることが課題である。 

• 実習先の開拓: 学外実習において、学科の特性にマッチした「トレーナー実習先」の新規開拓が不足して

いる。 

 

② 今後の改善方策 

• 防災意識の向上と環境点検 

• 職員向けの避難訓練を確実に実施し、万が一の事態に備えた安全意識を強化する。 

• 避難経路の確保について、日常的な点検・確認を徹底する。 

• ホームルームの時間等を通じて、生徒に対して避難訓練の意義や必要性を丁寧に伝達する。 

• 学科特性に応じた実習先の確保 

• 学科の教育内容やニーズに合わせた、最適な実習活動先（トレーナー実習先など）を計画的に開拓・確

保していく。 

• 情報共有ツールの活用（学内 DX） 

• 全教職員の情報共有スピードと円滑化を図るため、共通ツールとして「Microsoft Teams」を本格導入・運

用していく。 

 

③ 特記事項 

• 防災マニュアルの周知: 全教職員会議の場を活用し、災害時避難マニュアルの読み合わせと確認を定

期的に実施している。 

• 通信環境の整備: 校内の Wi-Fi 環境を整備し、デジタルを活用した教育や業務効率化の基盤を整えて

いる。 

 

【評価項目】 （評価＝適切：４、ほぼ適切：３、やや不適切：２、不適切：１） 評価 

施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているか 4 

学内外の実習施設,インターンシップ,海外研修等について十分な教育体制を整備しているか 4 

防災・安全管理に対する体制は整備されているか 4 
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（７）学生の受入れ募集 

① 課題 

• 高校への情報還元の不足: 学生募集活動自体は適切に行えているものの、入学した生徒のその後の状

況や進路（就職・資格）実績を、出身高校へタイムリーに報告できていない。 

• 学校・業界の理解促進: 高校側に対して、本校の教育内容への理解を深めてもらい、業界や専門学校を

取り巻く最新の状況を正しく知ってもらう必要がある。 

• 18 歳人口の減少への危機感: 今後、本校の主要なターゲットである 18 歳人口が減少していくため、学

校の存続および業界への安定した人材輩出を維持するため、募集対象の幅を広げるなどの方策が急務

となっている。 

 

② 今後の改善方策 

• 多様化する入学者へのサポート体制構築 

o 近年増加傾向にある「大学進学希望者」や「通信制高校からの入学者」に対応するため、それぞ

れの特性に合わせたサポート体制を整える。 

o 全教職員が統一した認識を持って、これらの学生に対して適切な指導・フォローができるようにす

る。 

• 業界理解を深める説明会の継続実施 

o 高校（進路指導教諭等）や保護者を対象に、業界への理解をより深めてもらうための説明会を継

続的に開催し、信頼関係と認知度を高めていく。 

 

③ 特記事項 

・特になし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価項目】 （評価＝適切：４、ほぼ適切：３、やや不適切：２、不適切：１） 評価 

学生募集活動は、適正に行われているか 4 

学生募集活動において、教育成果は正確に伝えられているか 4 

入学選考は、適性に行われているか 4 

学納金は妥当なものとなっているか 4 
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（８）財務 

① 課題 

【中長期計画】 

なし 

 

【予算・収支計画】 

 なし 

 

【会計監査】 

なし 

 

【財務情報の公開】 

なし 

 

② 今後の改善方法 

【中期計画】 

なし 

 

【財務情報の公開】 

なし 

 

③ 特記事項 

• 2025 年度は第３期中期経営計画（2023 年度～2027 年度）の 3 年目にあたり、東京未来大学及び小

田原短期大学の中期計画改定を反映し、第３期中期経営計画＜第 2.0版＞を策定し年度開始時より適

用した。中期経営計画及びその進捗状況はホームページ上に公開している。 

 

 

 

 

 

 

 

【評価項目】 （評価＝適切：４、ほぼ適切：３、やや不適切：２、不適切：１） 評価 

中長期的に学校の財務基盤は安定しているといえるか ４ 

予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか ４ 

財務について会計監査が適正に行われているか ４ 

財務情報公開の体制整備はできているか ４ 
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（９）法令等の遵守 

① 課題 

厳格な運用の継続徹底: 個人情報の適切な取り扱いや、コンプライアンス（法令・社会的規範）の遵守について、

慢心することなく継続して徹底していく必要がある。 

 

② 今後の改善方策 

予防的な啓蒙活動の継続 

• 現時点で重大な問題や違反は発生していないが、現状維持に満足せず、教職員への定期的なアナウン

スや研修などの啓蒙活動を継続的に実施する。 

• 意識の風化を防ぎ、組織全体で高いコンプライアンス意識を維持する。 

 

③ 特記事項 

・特になし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価項目】 （評価＝適切：４、ほぼ適切：３、やや不適切：２、不適切：１） 評価 

関係法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか 4 

個人情報に関し、その保護のための対策がとられているか 4 

自己評価の実施と問題点の改善に努めているか 4 

自己評価結果を公開しているか 4 
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（１０）社会貢献・地域貢献 

① 課題 

• 地域連携のさらなる強化: 保育園児や地域の子どもを対象とした「体操教室」を実施しているが、参加す

る子どもたちの満足度向上と、運営に携わる学生の学習成果（教育効果）をさらに高めるため、地域との

連携をより強固にする必要がある。 

• 公開講座の未実施: 地域住民や一般の方を対象とした「公開講座」の開催が、まだ実現にいたっていな

い。 

 

② 今後の改善方策 

• 益な公開講座・教育訓練の企画 

o 地域住民にとって実用的で有益であり、かつ学生にとっても実践的な教育効果が得られるような

講座や教育訓練を新たに企画・実施していく。 

• 幼児対象「体操教室」の継続と認知度向上（2025年度〜） 

o 地域の子ども（幼児）を対象とした体操教室を、2026年度も「年 6回」計画的に開催する。 

o より多くの地域住民に参加してもらえるよう、広島市の子育て支援サイト「イクちゃんネット」等の外

部メディアを有効活用し、地域への案内や広報活動を積極的に実施していく。 

 

③ 特記事項 

・特になし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価項目】 （評価＝適切：４、ほぼ適切：３、やや不適切：２、不適切：１） 評価 

学校の教育資源や施設を活用した社会貢献・地域貢献を行っているか 4 

生徒のボランティア活動を奨励、支援しているか 4 

地域に対する公開講座・教育訓練（公共職業訓練等を含む）の受託等を積極的に実施しているか 3 
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（１１）国際交流（必要に応じて） 

① 課題 

留学生の受け入れ体制の整備は進みつつあるものの、現状はビジネスコースの開講のみにとどまっている。留学

生と日本人学生が同一の環境で学習する混合クラスの形態をとっているため、留学生の日本語習熟度が期待通

りに向上していない点が深刻なボトルネックである。今後は、日本語教育におけるさらなる質の向上や指導法の工

夫が不可欠であると同時に、卒業後の安定した就職先の確保など、解決すべき多くの課題が残されている。 

 

② 今後の改善方策 

留学生の日本語習熟度向上に向け、新たにビジネス学科を設置し、日本人学生と分離した留学生専用のカリキュ

ラムを構築する。これにより、留学生の習熟度や学びのペースに最適化した授業展開を実現する。同時に、授業

外における自主学習時間の確保や、個別フォローを行うサポート体制の整備を段階的に推進する。 

 

③ 特記事項 

・特になし。 

 

 

 

 

 

４. 学校評価の具体的な目標や計画の総合的な評価結果 

本校の教育内容や育成目標は体系化されているものの、多様化する学生のニーズに応じた環境整備や

学校運営の再構築が急務となっています。現状、初期教育から資格取得、現場経験にいたるプロセスが連

動しておらず、これが資格の意義理解の不足や就職後のミスマッチを生む原因と考えられます。 

今後は、実習動画の活用などで現場のリアルな状況を伝え、早期から働くイメージを持たせる即戦力教育を

構築します。あわせて、留学生への確実な日本語教育の実施を含め、入学から就職（入り口から出口）まで

を安定して支える「教育の仕組みづくり」を全学的に推進してまいります。 

【評価項目】 （評価＝適切：４、ほぼ適切：３、やや不適切：２、不適切：１） 評価 

留学生の受入れ・派遣について戦略を持って国際交流を行っているか 3 

受入れ・派遣、在席管理等において適切な手続き等がとられているか 4 

学習成果が国内外で評価される取組を行っているか 2 

学内で適切な体制が整備されているか 2 


